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株主の皆様へ 基本理念

新10年ビジョンの進捗

目的（存在理由）

社会への貢献
わたしたちは
社会に役立ち、人々の心や暮らしを豊かにし、
よって社会に貢献することを目的とします。

基本的価値観（不変の主義）

開拓の精神 わたしたちは、失敗を恐れず、情熱を持って、
未開の地（新しい分野）に挑戦することを誇りとします。

不断の努力 �わたしたちは、弛みない努力によって、
困難に打ち勝ち、目的の実現に至ることを喜びとします。

誠実な意志 わたしたちは、わたしたちを支える人々※に対し、
揺らぐことのない誠実な意志によって行動します。

※「わたしたちを支える人々」とはステークホルダー （お客様、サプライヤー、株主・投資家、従業員とその家族など）を指します。

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに第52期（2020年4月1日～2020年9月30日）報

告書をお届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。また、
新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた
方々に謹んでお悔やみを申し上げますとともに、罹患され
た方々には一日も早い回復をお祈り申し上げます。

当第２四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大に伴う外出制限やグローバルサプライ
チェーンの寸断などにより、世界的に経済活動が大きく制
限されるなど、かつて経験したことのない状況となりまし
た。日本におきましても、オリンピックの開催延期や、学校
の休校措置をはじめとした様々な活動自粛により、多くの
企業や人々に影響が生じております。いったんは感染者数
も低下し、経済活性化の各種政策も実施されるなど、持ち
直しの兆しも見えてまいりましたが、再び世界的に感染が
拡大しており、企業収益や雇用環境の一層の悪化が懸念さ
れるなど、先行きは不透明となっております。

このような情勢のなか、当社グループは、一部には工事
の休止や遅れが発生し、感染拡大防止のために社員の活
動が制限されるなどの影響がみられましたが、３密対策や
テレワークの導入など、新たな空間を必要とする、または、
既存の空間を拡張するといった需要の高まりを受け、展示
場の来場者やホームページの問い合わせが大きく増加す
るなど、事業は比較的堅調に推移いたしました。これによ
り、当第２四半期連結累計期間は売上高、利益ともに前年
を上回る結果となりました。

社会環境が大きく変わり、今までの都市集中型の生活か
ら、郊外に住み自宅や近くのサテライトオフィスに勤務す
るなど、暮らし方や働き方が変わりつつあります。そして、
この動きは今後一層加速していくものと考えております。
このような社会の変化に対し、当社のモバイルスペース
は、必要なときに、必要なだけ、必要な空間を提供すること
で、様々な空間ニーズに適応し、お客様や社会に対して貢
献できるものと確信しております。

これからも、2018年4月より掲げている新しい10年ビ
ジョン「地球上でもっとも進化したモバイルスペースメー
カーになり、お客様の夢をモバイルすることにより社会の
ハピネスに貢献する。」に沿い、お客様の夢や想いを実現
することで、社会から必要とされ、そして社会に貢献する
会社を目指してまいります。

株主の皆さまにおかれましては、今後ともより一層のご
指導ご鞭撻を賜りますよう、心からお願い申し上げます。

つくば総合展示場　外観

つくば総合展示場　内観

2018年より始動した新10年ビジョンに沿い、事業領域の拡大、市場の
拡大、新たな製品とサービスの開発に取り組んでおります。事業領域とし
ては、2019年に名古屋市に開設した茶屋ヶ坂駅前店に続き、つくば総合
展示場内にレンタルスペースの店舗を開設するなど、様々な不動産サー
ビスへの展開を進めております。つくば総合展示場では、カフェモデルや
大空間ルームのレンタルスペースを設置し、お客様に実際にご利用いた
だくだけでなくモデルルームとしても活用しております。展示場は全国
で200か所を超えており、実製品を体感できる本建築中心の展示場を設
置するとともに、ホームページを充実させることで、Webと実店舗が融合
した提案力のある営業体制構築を進めております。

また、一般のお客様への認知度向上を図るため、モバイルスペースの
イメージ浸透を狙った新たなテレビCMを制作し、メディアへの露出も増
やしております。

海外展開につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受
けてはおりますが、新規製品のプランニングや開発業務を海外子会社と
共同で実施するなど、着実に活動を広げております。今後もASEAN地域
を中心にグループ一体となって事業を展開してまいります。

「地球上でもっとも進化したモバイルスペースメーカーになり、
お客様の夢をモバイルすることにより社会のハピネスに貢献する。」
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